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平 成 ２６ 年 度 利 益 処 分 に つ い て 

 

 

 

１．平成２６年度の決算概要 

 

○経常費用  １２，５９１ 

○経常収益  １２，６３９ 

◎経常利益      ４８ 

○臨時費用      ２１ 

○臨時収益       ８ 

◎当期純利益     ３５ 

◇当期総利益     ３５  
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経営努力 

の判定 

（知事） 

 ＜未処分利益処分案＞ 

地方独立行政法人法第４０条第３項で定める経営努力 

により生じたものであると知事の承認を求め、全額を 

目的積立金として積み立てる。 

（単位：百万円） 

 

当 期 

総利益 
35 

百万円 

未処分利

益処分案 

評価委員会の 

意見聴取 

目的積立金 

（３５百万円） 

積立金 

経営努力認定 

努力外 

次年度以降、中期

計画で定めた使途

に使用 ※２ 

次年度以降、損失

の穴埋め のみに 

使用 

※２〔中期計画で定めた剰余金の使途〕 
≪中期計画抜粋≫ 

 決算において剰余金が発生した場合は、設立団体との協議により、教育研究の質の向上、学生生活

の充実等、特定目的のために活用する特定目的積立金に積み立てる。 

≪地方独立行政法人法抜粋≫ 

（利益及び損失の処理等） 

第４０条 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたときは、前事業年度か

ら繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理しなければ

ならない。ただし、第三項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。 

２ 略 

３ 地方独立行政法人は、毎事業年度、第一項に規定する残余があるときは、設立団体の長の承認を

受けて、その残余の額の全部又は一部を翌事業年度に係る認可中期計画の第二十六条第二項第六号

の剰余金の使途に充てることができる。※１ 
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２．平成２６年度における法人の経営努力  ３５百万円の要因 

教員の計画的な採用による費用削減などの経営努力により、剰余金が生じたもの。 

 

 〔費用の削減〕教員の計画的な採用による人件費の削減      約３１７百万円 

        学部等の将来構想や大学全体での必要性を踏まえ、優先順位をつけて計画的な 

教員の配置。特に平成 26 年度は、補助金の返還もあり、より慎重な採用に努 

めた。 

        11,316,000 円 ☓ ２８名 ＝ 316,848,000 円 

                  ※年度途中の欠員も含め、１年間平均に換算して 28 名 

         

 〔費用の増加〕給与改定による増加              ▲約１０１百万円 

        （県に準じた給与改定、行革期間中の給与抑制措置の緩和） 

 

非正規教員の人件費の増加            ▲約３３百万円 

        （正規教員採用抑制を補う代替非常勤講師の採用） 

         

補助金の返還による増加            ▲約１４８百万円 

        （補助金 １３５百万円＋加算金１３百万円＝１４８百万円の増加） 

 

 

 

 

３．目的積立金の積み立て 

 

 【積立理由】 県立大学では、平成２６年度に創立10周年（創基85周年）を迎え、グローバ

ル化など今後の目指すべき姿を取りまとめ、大学改革を着実に進めていくことと

している。 

しかし、非常に厳しい県の財政状況を踏まえると、これら事業の遂行に必要な

経費の全てを県に頼るのではなく、自助努力により法人自らがこれら経費の一部

を捻出する必要があると考える。  

そのため、計画的な経費削減等により生み出した剰余金を目的積立金に積み立

て、次年度以降に戦略的な活用を図る。 

 

【想定事業】 理事会の承認を得て、機動的・弾力的に目的積立金を取り崩し活用する。なお、活

用にあたっては単年度で執行するだけではなく、中期計画で定めた重点事業を後年度

にかけて実施できるよう戦略的に活用する。 

    （教育研究組織の充実） 学部・研究科の組織体制の改革・充実事業 

    （教育研究の質の向上） 英語教育の充実などグローバル化事業 

（教育研究環境の整備） 施設の改善・高度化事業 



８月上旬

今後のスケジュール（案）

内　　　　容

第２回評価委員会
　（１）平成26事業年度の業務実績評価に関する評価について
　　　　（評価検証及び評価結果案について）
　（２）平成26年度の財務諸表について（意見案について）
　（３）平成26年度の利益処分について（意見案について）

評価結果を法人へ通知、知事へ報告

９月　　県議会へ評価結果を報告、報告後公表

法人意見に係る調整により評価結果を決定

７月31日（金）

時　期

法人へ評価案を提示
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